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２０１５（平成２７）年度 三重県海岸保全基本計画

２０２５（令和７）年度予定 三重県海岸保全基本計画の変更

• ｢三河湾・伊勢湾沿岸海岸保全基本計画｣ 平成２７年１２月変更
• ｢熊野灘沿岸海岸保全基本計画」 平成２８年３月変更
• 東日本大震災を受け、国の中央防災会議より今後の海岸堤防等の整備

については、比較的頻度の高い一定程度の津波に対して整備するよう示
されたことから、防護指標に津波を追加

高潮 侵食 老朽化

耐震
津波避
難支援 津波

気候変動による影響を考慮した対策へ転換
海岸の保全に関する基本的な方針(R2.11) 主な変更箇所：

• 気候変動の影響による外力の長期変化量を適切に推算する。（追加）
• 都市計画等のまちづくりと連携を行うなど、ハード・ソフトを組み合わせた

総合的な対策を行う。（変更・一部追加）
• 侵食対策については、予測を重視した順応的砂浜管理を行う。（追加）
• 防護のみならず環境や利用の面から優れた面的防護方式による整備を

推進する。（変更）

高潮 侵食 老朽化

耐震
津波避
難支援 津波

（防護指標）

（防護指標：気候変動対応）

海岸保全施設の設計外力を見直した場合、海岸のほか河川、港湾、漁港等の計画、設計に大
きな影響を与えることから、高度な知識を有する専門家による技術部会を設置する。



２. 海岸保全基本計画の策定（変更）には
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 計画の作成
海岸法第二条の三 第四項
都道府県知事は、海岸保全基本計画のうち、海岸保全施設の整備に関する事項で政令で定めるもの
については、関係海岸管理者が作成する案に基づいて定めるものとする。

 意見の反映
海岸法第二条の三 第二項
都道府県知事は、海岸保全基本計画を定めようとする場合において必要があると認めるときは、あら
かじめ海岸に関し学識経験を有する者の意見を聴かなければならない。

（仮）三重県海岸保全基本計画検討委員会
今回の変更は気候変動に対応することから、技術的に高度な検討が必要となる。このため、海岸
工学に精通した専門家のみで構成する（仮）海岸保全基本計画検討委員会技術部会を立ち上げ、
気候変動後の外力を検討する。

海岸法第二条の三 第三項
都道府県知事は、海岸保全基本計画を定めようとするときは、あらかじめ関係市町村及び関係海岸
管理者の意見を聴かなければならない。

各市町へ文書照会

海岸法第二条の三 第五項
関係海岸管理者は、前項の案を作成しようとする場合において必要があると認めるときは、あらかじ
め公聴会の開催等関係住民の意見を反映させるために必要な措置を講じなければならない。

パブリックコメントの実施



海岸保全基本計画の変更に係る体系図

三重県海岸堤防等連絡調整会議

・四日市港管理組合 経営企画部 建設課長

・農林水産部 農業基盤整備課長

・農林水産部 水産基盤整備課長

・県土整備部 港湾・海岸課長

三重県海岸堤防等連絡調整会議作業部会

・四日市港管理組合 経営企画部 建設課

・農林水産部 農業基盤整備課

・農林水産部 水産基盤整備課

・県土整備部 港湾・海岸課（統括事務）

関係行政機関調整会議

・東海農政局農村振興部防災課

・中部地方整備局 河川部 河川計画課

・中部地方整備局 河川部 地域河川課

・中部地方整備局 港湾空港部 港湾計画課

・近畿地方整備局 河川部 河川計画課

・近畿地方整備局 河川部 地域河川課

協議・情報提供

事務局案の作成

事務局案 県内合意

沿岸合同調整会議

・愛知県事務局

・和歌山県事務局

意見

変更内容の確認・資料作成・役割分担等

調整

海岸保全基本計画検討委員会技術部会

・学識者、有識者

海岸保全基本計画検討委員会

・学識者、有識者

検討結果の報告・進言

（事務局経由）

事務局案提示

意見

第１回：現計画と変更予定箇所、考え方説明

第２回：中間報告

第３回：最終案提示

検討を指示

第１回：検討の方向性・考え方の説明

第２回：中間報告

第３回：中間報告

第４回：検討結果の報告

第１回：検討の方向性・考え方の説明

第２回：中間報告

第３回：中間報告

第４回：検討結果の報告

２. 海岸保全基本計画の策定（変更）には 体系図
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３. 海岸保全基本計画とは
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３. 海岸保全基本計画とは
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① 海岸管理のための計画制度

１９９９（平成１１）年 海岸法の一部改正
 防護主体の海岸整備から防護・環境・利用の調和のとれた総合的な海岸管理制度の創設
 地域の意見を反映した海岸整備の計画制度の創設

国が海岸の保全に関する基本的方向性を明らかにするため、｢海岸保全基本方針｣を定め、
これに基づき都道府県知事が計画的かつ整合がとれた海岸の保全を行うため、｢海岸保全
基本計画｣を定めることとした。

海岸保全基本計画（海岸法第二条の三第一項）
海岸保全基本方針に基づき、地域の意見を反映して沿岸毎に

第１章 海岸に関する基本的な事項（共通事項）
第２章 海岸保全施設の整備に関する基本的な事項（個別事項）

を定める。

海岸法施工令第一条の二 海岸保全基本計画に定める事項
１ 海岸の保全に関する次に掲げる事項
イ 海岸の現況及び保全の方向に関する事項
ロ 海岸の防護に関する事項
ハ 海岸環境の整備及び保全に関する事項
二 海岸における公衆の適正な利用に関する事項

２ 海岸保全施設の整備に関する次に掲げる事項
イ 海岸保全施設の新設または改良に関する次に掲げる事項
（１）海岸保全施設を新設または改良しようとする区域
（２）海岸保全施設の種類、規模及び配置
（３）海岸保全施設による受益の地域およびその状況
ロ 海岸保全施設の維持または修繕に関する次に掲げる事項
（１）海岸保全施設の存する区域
（２）海岸保全施設の種類、規模及び配置
（３）海岸保全施設の維持または修繕の方法



３. 海岸保全基本計画とは
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② 三重県における海岸保全基本計画

三重県では、「三河湾・伊勢湾沿岸」と「熊野灘沿岸」の２つの海岸保全基本計画を策定して
いる。第１章「海岸に関する基本的な事項（共通事項）」は愛知県または和歌山県と共同で作
成し、第２章「海岸保全施設の整備に関する基本的な事項（個別事項）」については各県で
作成している。

◯三河湾・伊勢湾沿岸 ◯熊野灘沿岸

伊勢湾
三河湾

三河湾・伊勢湾沿岸
全長 L＝700km

（うち三重県全長 L＝151km）

熊野灘沿岸
全長 L＝1088km

（うち三重県全長 L＝937km）

熊野灘

神前岬

伊良湖岬

潮岬
三河湾・伊勢湾岸、熊野灘沿岸

海岸保全基礎計画
対象範囲

下図：国土地理院地図を一部加筆



３. 海岸保全基本計画とは
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③ 三重県における海岸保全の基本方針

三重県は、防護面・環境面・利用面から適切な目標を設定し、各目標を達成するための施策
を講じている。また、「三河湾・伊勢湾沿岸」と「熊野灘沿岸」それぞれ、地域の特徴などによ
りブロックを区分し、更にブロックごとの海岸保全の方向性を決定している。

◯三河湾・伊勢湾沿岸 ◯熊野灘沿岸

渥美ブロック

知多ブロック

鈴鹿・津ブロック

松阪・伊勢ブロック

桑名・四日市ブロック 名古屋港・常滑港ブロック

衣浦港ブロック

三河港ブロック

愛知県

三重県

出典：国土地理院地図一部加筆

蒲郡・西尾
ブロック

出典：国土地理院地図一部加筆

伊勢市～南伊勢町南部ブロック

南伊勢町西部
～熊野市北部ブロック

七里御浜～王子ヶ浜ブロック

新宮市南部～潮岬ブロック

三重県

奈良県

和歌山県
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海岸保全基本計画の変更に至る経緯

① ２０２０（令和２）年７月
気候変動を踏まえた海岸保全のあり方検討委員会：

気候変動を踏まえた海岸保全のあり方 提言

② ２０２０（令和２）年１１月
農林水産大臣及び国土交通大臣：

海岸保全基本方針の変更

③ ２０２１（令和３）年７月
農林水産大臣及び国土交通大臣：

海岸保全施設の技術上の基準を定める省令の一部改正



４. 海岸保全基本計画の変更の必要性
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① 気候変動を踏まえた海岸保全のあり方 提言

 海岸保全を過去のデータに基づきつつ気候変動による影響を明示的に考慮した対策へ転換。
 気候変動に伴う平均海面水位の上昇や台風の強大化等による沿岸地域への影響及び今後の外力

の考え方、気候変動を踏まえた整備手法等について検討。
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① 気候変動を踏まえた海岸保全のあり方 提言

 海岸保全を過去のデータに基づきつつ気候変動による影響を明示的に考慮した対策へ転換。
 気候変動に伴う平均海面水位の上昇や台風の強大化等による沿岸地域への影響及び今後の外力

の考え方、気候変動を踏まえた整備手法等について検討。
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① 気候変動を踏まえた海岸保全のあり方 提言

 海岸保全を過去のデータに基づきつつ気候変動による影響を明示的に考慮した対策へ転換。
 気候変動に伴う平均海面水位の上昇や台風の強大化等による沿岸地域への影響及び今後の外力

の考え方、気候変動を踏まえた整備手法等について検討。



４. 海岸保全基本計画の変更の必要性
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① 気候変動を踏まえた海岸保全のあり方 提言

 海岸保全を過去のデータに基づきつつ気候変動による影響を明示的に考慮した対策へ転換。
 気候変動に伴う平均海面水位の上昇や台風の強大化等による沿岸地域への影響及び今後の外力

の考え方、気候変動を踏まえた整備手法等について検討。
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② 海岸保全基本方針の変更 新旧対照表（赤字は変更点）

新 旧

序文

• さらに、気候変動の影響による平均海面水位
の上昇は既に顕在化しつつあり、今後、さらな
る平均海面水位の上昇や台風の強大化等に
よる沿岸地域への影響が懸念されている。

• 価値観の多様化や少子・高齢化等が進む中に
おいても、海岸は、大規模な津波、台風等によ
る高潮等に備え、防災・減災対策により災害に
対する安全性を確保し、良好な海岸環境の整
備と保全が図られ、人々の多様な利用が適正
に行われる空間となることが求められている。

序文

• 今後、地球温暖化に伴う海面水位の上昇や台
風の強大化等による沿岸地域への影響も懸念
されている。

• 価値観の多様化や少子・高齢化等が進む中で、
今後海岸は、大規模な津波、台風等による高
潮等に備え、防災・減災対策により災害に対す
る安全性が一層向上し、良好な海岸環境の整
備と保全が図られ、人々の多様な利用が適正
に行われる空間となることが求められている。



４. 海岸保全基本計画の変更の必要性
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新 旧

一 海岸の保全に関する基本的な指針
２． 海岸の保全に関する基本的な事項

• 海岸の保全に当たっては、地域の自然的・社
会的条件及び海岸環境や海岸利用の状況並
びに気候変動の影響による外力の長期変化
等を調査、把握し、それらを十分勘案して、災
害に対する適切な防護水準を確保するととも
に・・・

一 海岸の保全に関する基本的な指針
２． 海岸の保全に関する基本的な事項

• 海岸の保全に当たっては、地域の自然的・社
会的条件及び海岸環境や海岸利用の状況等
を調査、把握し、それらを十分勘案して、災害
に対する適切な防護水準を確保するととも
に・・・

② 海岸保全基本方針の変更 新旧対照表（赤字は変更点）
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新 旧

一 海岸の保全に関する基本的な指針
２． 海岸の保全に関する基本的な事項
（１）海岸の防護に関する基本的な事項

• 各々の海岸において、気象、海象、地形等の
自然条件及び過去の災害発生の状況を分析
するとともに、気候変動の影響による外力の長
期変化量を適切に推算し、背後地の人口・資
産の集積状況や土地利用の状況等を勘案して、
所要の安全を適切に確保する防護水準を定め
る。

• 高潮からの防護を対象とする海岸にあっては、
過去の台風等により発生した高潮の記録に基
づく既往の最高潮位又は記録や将来予測に基
づき適切に推算した潮位に、記録や将来予測
に基づき適切に推算した波浪の影響を加え、
これらに対して防護することを目標とする。

一 海岸の保全に関する基本的な指針
２． 海岸の保全に関する基本的な事項
（１）海岸の防護に関する基本的な事項

• 各々の海岸において、気象、海象、地形等の
自然条件及び過去の災害発生の状況を分析
し、背後地の人口・資産の集積状況や土地利
用の状況等を勘案して、所要の安全を適切に
確保する防護水準を定める。

• 高潮からの防護を対象とする海岸にあっては、
過去の台風等により発生した高潮の記録に基
づく既往の最高潮位又は適切に推算した潮位
に、適切に推算した波浪の影響を加え、これら
に対して防護することを目標とする。

② 海岸保全基本方針の変更 新旧対照表（赤字は変更点）
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新 旧

一 海岸の保全に関する基本的な指針
２． 海岸の保全に関する基本的な事項
（１）海岸の防護に関する基本的な事項

• 潮位に比して背後地の地盤高が低いゼロメー
トル地帯等の地域や三大湾を始めとする背後
に人口・資産が特に集積した地域にあっては、
過去の津波、高潮等による災害や気候変動の
影響による外力の長期変化を十分勘案し、必
要に応じ、より高い安全を確保することを目標
とする。

一 海岸の保全に関する基本的な指針
２． 海岸の保全に関する基本的な事項
（１）海岸の防護に関する基本的な事項

• 潮位に比して背後地の地盤高が低いゼロメー
トル地帯等の地域や三大湾を始めとする背後
に人口・資産が特に集積した地域にあっては、
過去の津波、高潮等による災害を十分勘案し、
必要に応じ、より高い安全を確保することを目
標とする。

② 海岸保全基本方針の変更 新旧対照表（赤字は変更点）
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新 旧

一 海岸の保全に関する基本的な指針
２． 海岸の保全に関する基本的な事項
（１）海岸の防護に関する基本的な事項

• 侵食対策については、将来的な気候変動や人
為的改変による影響等も考慮し、継続的なモ
ニタリングにより流砂系全体や地先の砂浜の
変動傾向を把握し、侵食メカニズムを設定し、
将来変化の予測に基づき対策を実施する。さ
らに、その効果をモニタリングで確認し、次の
対策を検討する「予測を重視した順応的砂浜
管理」を行う。既に侵食が進行している海岸に
あっては、現状の汀線を保全することを基本的
な目標とし、必要な場合には、さらに汀線の回
復を図ることを目標とする。加えて、沿岸漂砂
の連続性を勘案し、侵食が進んでいる地域だ
けでなく、砂の移動する範囲全体において、土
砂収支の状況を踏まえた広域的な視点に立っ
た対応を適切に行う。

一 海岸の保全に関する基本的な指針
２． 海岸の保全に関する基本的な事項
（１）海岸の防護に関する基本的な事項

• 侵食が進行している海岸にあっては、現状の
汀線を保全することを基本的な目標とし、必要
な場合には、さらに汀線の回復を図ることを目
標とする。その際、沿岸漂砂の連続性を勘案し、
侵食が進んでいる地域だけでなく、砂の移動
する範囲全体において、土砂収支の状況を踏
まえた広域的な視点に立った対応を適切に行
う。

② 海岸保全基本方針の変更 新旧対照表（赤字は変更点）
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新 旧

一 海岸の保全に関する基本的な指針
３． 海岸保全施設の整備に関する基本的な事項
(１) 海岸保全施設の新設又は改良に関する基本
的な事項
① 安全な海岸の整備

• さらに、今後は、気候変動の影響による平均海
面水位の上昇などの外力の長期変化にも対
応していく必要がある。

一 海岸の保全に関する基本的な指針
４． 海岸の保全に関するその他の重要事項
(１) 広域的・総合的な視点からの取組の推進

• 特に、気候変動の影響による平均海面水位の
上昇については、長期的視点からこうした取組
を進めるうえで目安となる平均海面水位を社
会全体で共有するよう努める。

一 海岸の保全に関する基本的な指針
３． 海岸保全施設の整備に関する基本的な事項
(１) 海岸保全施設の新設又は改良に関する基本
的な事項
① 安全な海岸の整備

一 海岸の保全に関する基本的な指針
４． 海岸の保全に関するその他の重要事項
(１) 広域的・総合的な視点からの取組の推進

② 海岸保全基本方針の変更 新旧対照表（赤字は変更点）
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新 旧

一 海岸の保全に関する基本的な指針
４． 海岸の保全に関するその他の重要事項
(１) 広域的・総合的な視点からの取組の推進

• 海岸侵食は、土砂の供給と流出のバランスが
崩れることによって発生する。この問題に抜本
的に対応していくため、海岸地形のモニタリン
グの充実や沿岸漂砂による長期的な地形変化
に対する全国的な気候変動の影響予測を行い
つつ、海岸部において、沿岸漂砂による土砂
の収支が適切となるよう構造部の工夫等を含
む取組を進めるとともに、・・・

一 海岸の保全に関する基本的な指針
４． 海岸の保全に関するその他の重要事項
(１) 広域的・総合的な視点からの取組の推進

• 海岸侵食は、土砂の供給と流出のバランスが
崩れることによって発生する。この問題に抜本
的に対応していくため、海岸地形のモニタリン
グを行いつつ、海岸部において、沿岸漂砂に
よる土砂の収支が適切となるよう構造物の工
夫等を含む取組を進めるとともに、・・・

② 海岸保全基本方針の変更 新旧対照表（赤字は変更点）
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新 旧

一 海岸の保全に関する基本的な指針
４． 海岸の保全に関するその他の重要事項
(２) 地域との連携の促進と海岸愛護の啓発

• 災害に強い地域づくりを進めるため、海岸保全
施設の整備と併せ、関係機関と連携して防災
情報の提供や災害時の対応方法の周知に加
え、気候変動による地域のリスクの将来変化
等の情報提供等、地域住民の防災意識の向
上及び防災知識の普及を図る。

一 海岸の保全に関する基本的な指針
４． 海岸の保全に関するその他の重要事項
(２) 地域との連携の促進と海岸愛護の啓発

• 災害に強い地域づくりを進めるため、海岸保全
施設の整備と併せ、関係機関と連携して防災
情報の提供や災害時の対応方法の周知等、
地域住民の防災意識の向上及び防災知識の
普及を図る。

② 海岸保全基本方針の変更 新旧対照表（赤字は変更点）
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② 海岸保全基本方針の変更

 気候変動の影響による平均海面水位の上昇は既に顕在化しつつあり、今後、さらなる平
均海面水位の上昇や台風の強大化等による沿岸地域への影響が懸念。

 気候変動の影響による外力の長期変化量を適切に推算する。

 高潮からの防護を対象とする海岸にあっては、既往の最高潮位又は記録や将来予測に
基づき適切に推算した潮位に、記録や将来予測に基づき適切に推算した波浪の影響を
加え、これに対して防護する。
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③ 海岸保全施設の技術上の基準を定める省令の一部改正 新旧対照表（赤字は変更点）

新 旧

２．２ 潮位
２．２．１ 設計高潮位

• 設計高潮位の設定にあたっては、

（１）既往最高潮位
（２）朔望平均満潮位に既往の潮位偏差の最
大値を加えたもの
（３）朔望平均満潮位に推算した潮位偏差の最
大値を加えたもの

に気象の状況及び将来の見通しを勘案して必
要と認められる値を加えたもののうちから、当
該海岸保全施設の背後地の状況等を考慮して
海岸管理者が総合的に判断して定めるものと
する。

２．２ 潮位
２．２．１ 設計高潮位

• 設計高潮位の設定にあたっては、

（１）既往最高潮位
（２）朔望平均満潮位に既往の潮位偏差の最
大値を加えたもの
（３）朔望平均満潮位に推算した潮位偏差の最
大値を加えたもの

より、当該海岸保全施設の背後地の状況等を
考慮して海岸管理者が総合的に判断して定め
るものとする。
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新 旧

２．３ 波
２．３．２ 設計に用いる波の決定方針
２．３．２．１ 沖波の決定

• 設計に用いる波高、周期、波高等の波浪諸元
は、長期間の観測データに基づいた統計解析
に、気象の状況及び将来の見通しを勘案して
設定するものとする。ただし、観測データが十
分でない場合は、波浪推算の結果を準用でき
るものとする。

２．３ 波
２．３．２ 設計に用いる波の決定方針
２．３．２．１ 沖波の決定

• 設計に用いる波高、周期、波高等の波浪諸元
は、長期間の観測データに基づいた統計解析
によって設定するものとする。ただし、観測
データが十分でない場合は、波浪推算の結果
を準用できるものとする。

③ 海岸保全施設の技術上の基準を定める省令の一部改正 新旧対照表（赤字は変更点）
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③ 海岸保全施設の技術上の基準を定める省令の一部改正

 気象の状況及び将来の見通しを勘案して必要と認められる値を加えたもののうちから、
当該海岸保全施設の背後地の状況等を考慮して海岸管理者が総合的に判断して定める
ものとする。

 海岸保全基本計画は、２０２５（令和７）年度を目処に見直し。
社会資本整備重点計画（２０２１（令和３）年５月閣議決定）

重点施策 ➡ 海面上昇等の気候変動影響に対応した海岸保全の推進
指標 ➡ 気候変動影響を防護目標に取り組んだ海岸の数 R元年度 ０ → R7年度 39
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①気候変動の影響を踏まえた海岸保全施設の計画外力の設定方法等について
（２０２１（令和３）年８月２日）

農林水産省 農村振興局 整備部 防災課長
農林水産省 水産庁 漁港漁場整備部 防災漁村課長
国土交通省 水管理・国土保全局 海岸室長
国土交通省 港湾局 海岸・防災課長）

②気候変動の影響を踏まえた海岸保全施設の計画外力の設定に関する参考資料等
について （２０２１（令和３）年８月２日）

農林水産省 農村振興局 整備部 防災課 課長補佐

農林水産省 水産庁 漁港漁場整備部 防災漁村課 課長補佐
国土交通省 水管理・国土保全局 海岸室 課長補佐
国土交通省 港湾局 海岸・防災課 課長補佐）
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（方向性）

32



５-1. 気候変動に対応する外力検討（方向性）

33

①気候変動の影響を踏まえた海岸保全施設の計画外力の設定方法等について

第一 設計高潮位および設計波の設定方法等

気候変動に関する政府間パネル（ＩＰＣＣ）による第５次評価報告書第Ⅰ作業部会報告書で用いられた代表
的濃度経路（ＲＣＰ）シナリオのうち、ＲＣＰ2.6シナリオ（２℃上昇相当）における将来予測の平均的な値を前
提とすることを基本とする。
具体的な計画外力の検討に当たっては、気候変動予測には不可実性があること、また、関連した研究成果
のさらなる蓄積が期待されることなどを踏まえ、最新のデータおよび知見等をもとに検討するよう努め、設計
高潮位及び設計波における気候変動の影響を勘案して必要と認められる値等については、海岸管理者が
気候変動予測の不可実性や施設整備の効率性等に留意した上で必要と認められる値等を決定することを
基本とする。

検討方針
• 上記通り、気候変動のシナリオはＲＣＰ2.6シナリオ（２℃上昇相当）とし計画外力の検討

を進める。
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①気候変動の影響を踏まえた海岸保全施設の計画外力の設定方法等について

第二 その他留意事項

一． 堤防等の天端高は、上記（第一）により設定された設計高潮位及び設計波を前提として、・・・（中略）・・・、
海岸の機能の多様性への配慮、環境保全、周辺景観との調和、経済性、維持管理の容易性、施工性、
公衆の利用等を総合的に考慮しつつ、海岸管理者が適切に定めるものであることに留意する。その際、
土地利用やまちづくり等の都市計画等との調整等のソフト面の対策も組み合わせた広域的・総合的な
対策を長期的な視点から検討するよう努める。

二． 堤防等の設計において津波を対象とする場合も平均海面水位の上昇を考慮する。
三． 設計高潮位等の設定に当たっては、当該地域海岸に流入する河川についても整合的な対策が必要と

されることから、河川管理者との連絡に努めるとともに、堤防等の天端高の設定に当たっては、河川整
備等との調整を図るなど、隣接する施設の関係者等との調整に努めるものとする。

検討方針
• 上記の留意事項を踏まえて検討する。
• ２０２３（令和５）年度～２０２４（令和６）年度にかけての検証項目は、気候変動に伴う代

表的な外力変化（天文潮位・高潮・波浪の増大）とする。
• 河川管理者等と調整会議を開催予定。



５－２. 気候変動に対応する外力検討
（具体的な調査・検討手法）
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５－２. 気候変動に対応する外力検討（具体的な調査・検討手法）
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①三重県における現行の設計外力について
（1）潮位

設計潮位 台風期平均満潮位＋伊勢湾台風で発生した偏差（既往最大偏差）
朔望平均満潮位＋伊勢湾台風で発生した偏差（既往最大偏差）
既往最高潮位 を採用

表 伊勢湾における潮位一覧

（出典：港湾及び海岸構造物設計指針 p3）

台風期平均満潮位を採用した経緯
農林、建設、運輸、大蔵、科学技術経済企画庁等により組織された（組織名は当時のもの）

伊勢湾高潮対策協議会により検討された（１９６０（昭和35）年２月１８日）。
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①三重県における現行の設計外力について
（1）潮位

現行潮位の確率評価：合田の方法により算出

表 各潮位観測所における計画偏差と確率潮位偏差

（出典：上記報告書 p7-69）

全ての計画偏差が50年確率
偏差よりも高くなっている



５－２. 気候変動に対応する外力検討（具体的な調査・検討手法）
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①三重県における現行の設計外力について
（2）波浪

現行波浪の設定：WAMより算出（1955（昭和30）年～2006（平成18）年の波浪推算結果）

表 各海岸エリアの設計沖波一覧（50年確率波）

（出典：港湾及び海岸構造物設計指針 p6）
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①三重県における現行の設計外力について
（3）津波

一定頻度（数十年～百数十年に一度程度）で発生するレベル1津波の津波高さより設定した。

表 各海岸の設計津波の水位（一部抜粋）

（出典：港湾及び海岸構造物設計指針 p8-9）
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②海面上昇量

「日本の気候変動2020-大気と陸・海洋に関する観測・予測評価報告書-」（文部科学省及び気
象庁）

●三重県を含む領域Ⅱは日本沿岸の平均海面水位の20世紀末からの偏差として、 ２℃上昇シナリオ
（RCP2.6）では、0.38mの水位上昇となっている。

RCP2.6
平均

RCP2.6
上限

RCP8.5
平均

領域I 0.38m 0.55m 0.70m

領域II 0.38m 0.55m 0.70m

領域III 0.39m 0.56m 0.74m

領域IV 0.39m 0.55m 0.73m

出典：日本の気候変動2020（文部科学省・気象庁、令和2年12月）

20世紀末（1986～2005年平均）と比べた
21世紀末（2081～2100年平均）における海面上昇量
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41

②海面上昇量

気候変動を踏まえた水災害対策のあり方について ～あらゆる関係者が流域全体で行う持続可
能な「流域治水」への転換～ 答申 参考資料 （国土交通省）

●河川においては、 ２℃上昇シナリオ（RCP2.6）の水位上昇量の世界平均の0.43mの水位上昇を採用して
いる。

出典：
気候変動を踏まえた水災害対策の
あり方について
～あらゆる関係者が流域全体で行う
持続可能な「流域治水」への転換～
答申 参考資料
（国土交通省）
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②海面上昇量

●「気候変動の影響を踏まえた海岸保全施設の計画外力の設定に関する参考資料等について」では、
「日本の気候変動2020」の結果が転記され0.39mの上昇と示されている。

検討方針
• 日本沿岸の海面上昇量は2℃上昇シナリオの平均で+0.39mとされており、海面上昇量

+0.39mを採用する。

出典：日本の気候変動2020
（文部科学省・気象庁、令和2年12月）
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③潮位偏差や波浪の長期変化量の推算方法
気候変動の影響を踏まえた海岸保全施設の計画外力の設定に関する参考資料等について
三 潮位偏差や波浪の長期変化量の推算方法

将来予測される潮位偏差や波浪の長期変化量を推算する方法としては下表に整理するものなどが考えられ
る。検討に当たっては、台風等の発生頻度や台風の経路予測の不確実性を踏まえ、気候変動の影響を考
慮した多数の気象現象の計算のデータベースであるアンサンブル気象予測データセットを利用することが考
えられる。
アンサンブル気候予測データセットとしては、全球平均気温が工業化以前から２℃上昇した将来の気候状態
を想定した地球温暖化対策に資するアンサンブル気候予測データベースd2PDFや４℃上昇を想定した
d4PDFなどがあり、台風や低気圧の属性（中心気圧や最大風速等）を抽出することなどにより、極端現象の
将来変化を確率的に評価することが可能である。

対象台風 考え方 地球温暖化の影響 適用性

Ａ .
想定台風 伊勢湾台風や室戸台風等の規模を想定した特例事例
A-1.
パラメトリック台風モデル

例えば Myersモデル等経験的台
風モデル

d2PDF、d4PDF等の計算結果に基
づく中心気圧の低下量で簡易的
に考慮

・従来、想定台風で外力を設定し
てきた沿岸で適用性がある。
・B-1の多数アンサンブルデータ
セットと組み合わせることで確率
評価が可能。

A-2.
領域気象モデルを用いた力学的
計算

WRF等の領域気象モデル d2PDF、d4PDF等の計算結果から
将来変化を現在の気候場に上乗
せして仮想的に考慮（疑似温暖化
手法）

・従来、想定台風で外力を設定し
てきた沿岸では適用性があるが、
同一条件であっても過去の高潮
推算とは異なる結果になることに
留意が必要。
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③潮位偏差や波浪の長期変化量の推算方法
気候変動の影響を踏まえた海岸保全施設の計画外力の設定に関する参考資料等について

検討方針（潮位偏差）
• 現在の設計高潮位は、伊勢湾台風を根拠としていることから、現計画との整合性を考慮して、パラメ

トリック台風モデルにて、伊勢湾台風の外力変化傾向を検証する。

検討方針（波浪）
• 現在の設計波は、実績台風（1955（昭和30）年～2007（平成19）年）の波浪推算を根拠としている。
• まず、2008（平成20）年以降の実績台風を対象に、波浪推算を追加し、現時点の設計波を更新する。
• 次に、現計画との整合性を考慮して、 過去検討資料を参考に、現時点の設計波の将来変化の幅を

推定する。

対象台風 考え方 地球温暖化の影響 適用性

B.
不特定多数の台風 数多くのサンプルを確保できれば確率評価が可能
B-1.
全球気候モデル台風
領域気候モデル台風

d2PDF、d4PDF等全域もしくはダウンス
ケール領域気候モデルで気候計算され
る台風を利用

d2PDF、d4PDF等全に温暖化の影響は
含まれるが、バイアスの補正は必要

多数のサンプルが確保可能であり、外
力が発生確率で設定されている沿岸で
適用性がある。

B-2.
気候学的アプローチ

台風の熱力学的最大発達強度(MPI)を
考慮し、環境場から最大クラスの台風
を推定する手法

MPIの理論を応用して、d2PDF、d4PDF
等の気候値から気候的最大偏差を
シームレスに推定する手法等

従来、想定台風で外力を設定してきた
沿岸で適用性がある。

B-3.
確率台風モデル

台風属性の統計的特性をもとにモンテ
カルロシミュレーションにより人工的に
台風を発生させる統計的手法

d4PDF台風トラックデータ（バイアス補
正）を用いた確率台風モデルの作成事
例あり

多数のサンプルが確保可能であり、外
力が確率年で設定されている沿岸で適
用性がある。
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④計画外力の検討内容

• 潮位：
 平均海面水位の上昇前の状態を把握するため、IPCCの海面水位の検討と整合を図り、

1986年（昭和61年）から2005年（平成17年）までの観測記録をとりまとめる。
 潮位の変化傾向を把握するとともに、事業実施時に使用する潮位の見直しを行うため、

2006年（平成18年）以降観測記録をとりまとめる。
 整理した観測記録に基づき、現行指針を分析することで、現在の整備水準の確率評価を

行う。
 伊勢湾台風を対象としパラメトリック台風モデルを用いて、潮位偏差を推算する。

計算ケースは２気候（気候変動前後）×３経路の計算を実施し、外力の変化傾向を整理する。

ケース1 伊勢湾台風
ケース2 伊勢湾台風（気候変動後）

• 調査する観測所：
四日市港、津松阪港、鳥羽、長島港、尾鷲、熊野
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④計画外力の検討内容

• 潮位：
 潮位の変動は、黒潮蛇行による影響もあり得る。

図 本州南岸を流れる黒潮の典型的な流路

表 1965年以降の黒潮大蛇行の発生期間と
継続月数（2022年4月時点）

出典：黒潮大蛇行とは（気象庁）
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④計画外力の検討内容

• 波浪：
 波浪の変動実態を把握するため、伊勢湾及び熊野灘沿岸の波浪観測所における波浪観

測記録を整理する。
 整理した観測記録に基づき、現行指針を分析することで、現在の整備水準の確率評価を

行う。
 2008（平成20）年以降のデータを追加し推算する。推算に当たっては、期間の気象擾乱を

抽出し、スペクトル法を基本とする。外洋波はWW3、湾内波はSWANとする。
 気候変動の影響については、過去検討資料を参考に、現在気候と2度・4度上昇時に想定

される波浪外力の変化実態を踏まえ、将来想定される波浪外力の変化の幅を検討する。

• 調査する観測所：
伊勢湾、伊勢湾口沖、三重尾鷲沖、潮岬

• 調査設定する波浪：
年最大有義波、既往最大上位10波 等
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④計画外力の検討内容

• 波浪：

※台風経路・規模は
d2PDF等に基づき抽出
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⑤検討に際しての課題

• 潮位：
 伊勢湾台風以降、顕著な高潮は発生しておらず、現行の潮位条件は50年確率以上であ

る可能性が高い。
 黒潮蛇行の影響をどのように評価するか。

• 波浪：
 2007（平成19）年度の推算方法（WAM）と今回の検討（WW3、SWAN）の違い。

2007（平成19）年度の推算方法の結果に2007（平成19）年以降の追加計算結果を加える
ことで、両者の整合が図れるかどうか。
 熊野灘における検証データが少ない。

• 津波：
 内閣府により、地盤モデル等の見直しや新たな被害想定に向けた計算手法を検討中
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• 気候変動のシナリオはＲＣＰ2.6シナリオ（２℃上昇相当）とし計画外力の検討を進
めることで良いか。

• 海面上昇量は、+0.39mを採用することで良いか。
• 台風の抽出範囲は三重県に影響を与えた台風ということで東経133～139度北緯

32～36.5度で良いか。

※台風経路・規模は
d2PDF等に基づき抽出



６. 本日に議論していただきたいこと

52

• 台風の移動範囲について
 実際のコースに対して、20kmピッチで移動させたコースの妥当性
 採用する台風コースの決定方法

伊勢湾内では、場所に
よって最大偏差となる台
風のコースが異なる。

北部では実際のコースの
偏差が高くなっているが、
南部の松阪～伊勢では東
側にコースを移動させた
場合の方が高くなる。

出典：伊勢湾沿岸高潮浸水想定区域図作成等業務委託

図 伊勢湾台風を外力とした経路移動時の沿岸潮位偏差

伊勢湾台風（平行移動なし）
のほうが潮位偏差大

伊勢湾台風（東南東へ50km）
のほうが潮位偏差大
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• 台風の移動範囲について
 実際のコースに対して、20kmピッチで移動させたコースの妥当性
 採用する台風コースの決定方法
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• 潮位の整理期間の妥当性について
1986（昭和61）年～2005（平成17）年：気候変動の影響の無い期間として整理
2006（平成18）年以降：気候変動の影響有りの期間として整理

• 波浪推算方法について
2007（平成19）年検討：WAM 最小1.5km格子推算
本検討：WW3とSWANのカップリング 沿岸域は270m格子で推算

SWANの計算領域

ネスティング
により接続

ネスティングにより接続

WAVEWATCHⅢによる
波浪推算DB（太平洋全域）
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海岸保全基本計画の本案作成変更及び対策に向けたスケジュール（案）

４月～６月 ７月～９月 １０月～１２月 １月～３月 ４月～６月 ７月～９月 １０月～１２月 １月～３月 ４月～６月 ７月～９月 １０月～１２月 １月～３月

計画外力の検討

海岸保全基本計画案作成
（環境・利用）

海岸保全基本計画案作成
（防護）

関係行政機関連絡調整会議

検討委員会技術部会

検討委員会

沿岸調整会議

関係市町意見聴取

常任委員会報告

パブリックコメント

計画変更
（大臣報告）

設計指針改正
（現場実装）

令和６年度令和５年度 令和７年度

令和５年９月時点

設計指針改正作業
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